
管路・とう道料金算定根拠

（ＮＴＴ東日本）



目      次

Ⅰ　とう道又は管路に係る負担額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

Ⅱ　とう道に係る年額料金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3

Ⅲ　管路に係る年額料金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4

Ⅳ　電柱に係る負担額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4

1



Ⅰ　とう道又は管路に係る負担額

  とう道又は管路の負担額の算定にあたっては、正味の帳簿価額をベースとすることから、料金表 第２ 網改造料 ２－１ 算出式の「取得固定資産価額」を

「正味固定資産価額」に読み替え、適用するものとする。なお、正味価額ベースの設備管理運営費の算定については以下のとおりとする。

（中継伝送路に係る設備の内訳の土木設備を適用）

１．年額料金の算定に係る比率

設備管理運営費比率〔正味固定資産価額ベース・中継伝送路に係る設備の土木設備〕（減価償却費除き） （単位：百万円）

区            分

①取得固定資産価額

②減価償却累計額

③正味固定資産価額

④設備管理運営費

（再掲）⑤減価償却費

⑥設備管理運営費（減価償却費除き）

⑦設備管理運営費比率 ⑥／③

中継伝送路に
係る設備

141,174

114,893

26,281

1,205

2,876

0.109

「網使用料算定根拠」記載の（別紙５）中継伝送路に係る設備の費用明細表より

④－⑤

備            考

「網使用料算定根拠」記載の（別紙６）中継伝送路に係る設備の固定資産明細表
より （建物・構築物・土地・建設仮勘定除く）

4,081 「網使用料算定根拠」記載の（別紙５）中継伝送路に係る設備の費用明細表より

「網使用料算定根拠」記載の（別紙６）中継伝送路に係る設備の固定資産明細表
より （建物・構築物・土地・建設仮勘定除く）

①－②
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Ⅱ　とう道に係る年額料金

再) 減価償却費

1 北海道 39,386 8,647,950 345,379 219,569 32,702 8,769 635 1,391 704 ▲ 2,527 32,905

2 青森 1,133 174,569 5,396 154,077 21,557 4,763 446 976 494 ▲ 1,876 21,597

3 岩手 1,127 623,144 10,940 552,923 69,976 9,707 1,600 3,503 1,773 9,542 86,394

4 宮城 17,140 5,538,640 212,962 323,141 47,647 12,425 935 2,047 1,036 ▲ 392 51,273

5 秋田 426 80,996 2,885 190,131 27,497 6,772 550 1,204 610 ▲ 2,095 27,766

6 山形 789 234,359 10,423 297,033 45,587 13,210 859 1,882 953 ▲ 3,671 45,610

7 福島 4,535 1,174,536 32,291 258,994 35,351 7,120 749 1,641 831 ▲ 454 38,118

8 茨城 1,326 291,394 10,770 219,754 32,075 8,122 636 1,392 705 ▲ 1,410 33,398

9 栃木 897 239,337 7,818 266,819 37,799 8,716 772 1,690 856 ▲ 2,033 39,084

10 群馬 1,698 366,766 11,970 215,999 30,593 7,049 625 1,368 693 ▲ 1,430 31,849

11 埼玉 3,389 867,538 28,818 255,986 36,406 8,503 741 1,622 821 ▲ 3,973 35,617

12 千葉 15,005 3,561,053 126,925 237,324 34,327 8,459 687 1,503 761 ▲ 2,667 34,611

13 東京 287,486 115,575,456 3,601,019 402,021 56,346 12,526 1,163 2,547 1,289 ▲ 4,974 56,371

14 神奈川 29,306 12,599,853 461,087 429,941 62,597 15,734 1,244 2,724 1,379 ▲ 4,666 63,278

15 新潟 980 229,969 9,505 234,662 35,277 9,699 679 1,487 753 3,889 42,085

16 山梨 691 118,467 2,915 171,443 22,906 4,219 496 1,086 550 ▲ 1,381 23,657

17 長野 927 189,827 6,984 204,776 29,855 7,534 592 1,297 657 ▲ 1,768 30,633

※とう道にはとう道・とう道用電気設備・監視装置を含む。

※当社の固定資産管理単位の都合上、一部行政区域と合致しない地域があるが、該当する地域については当社の固定資産管理単位に従って算定した。

⑤調整額

とう道

行政
区分

正味固定資産価額

（千円）
減価償却費

（千円）
④利益
対応税

合計
（①＋②＋③＋④
＋⑤）×（１＋「網
使用料算定根拠」
記載のⅩⅣ．料金
設定に使用した貸

倒率）

１ﾒｰﾄﾙごとの年額料金（円）

No.
③自己

資本費用
距離（m）

1メートル当たり正味
固定資産価額

（円/m）

①設備管理運営費

②他人
資本費用
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Ⅲ　管路に係る年額料金

再) 減価償却費

1 北海道 33,371,817 31,615,954 1,327,536 947 143 40 3 6 3 ▲ 10 145

2 青森 9,028,899 7,873,983 324,138 872 131 36 3 6 3 ▲ 10 133

3 岩手 10,292,052 12,875,768 440,290 1,251 179 43 4 8 4 35 230

4 宮城 13,170,970 19,828,634 648,828 1,505 213 49 4 10 5 2 234

5 秋田 7,561,036 7,765,610 301,976 1,027 152 40 3 7 3 ▲ 10 155

6 山形 7,549,867 6,764,212 272,328 896 134 36 3 6 3 ▲ 9 137

7 福島 11,317,577 14,197,921 554,163 1,255 186 49 4 8 4 1 203

8 茨城 15,701,121 18,333,478 728,916 1,168 174 46 3 7 4 ▲ 16 172

9 栃木 11,786,212 15,299,688 606,964 1,298 193 51 4 8 4 ▲ 12 197

10 群馬 10,460,698 14,025,559 554,707 1,341 199 53 4 8 4 ▲ 13 202

11 埼玉 21,668,071 31,775,045 1,277,676 1,466 219 59 4 9 5 ▲ 21 216

12 千葉 25,957,438 32,416,942 1,325,710 1,249 187 51 4 8 4 ▲ 14 189

13 東京 57,375,511 147,931,206 5,780,851 2,578 382 101 7 16 8 ▲ 32 381

14 神奈川 26,462,836 54,433,339 1,938,950 2,057 297 73 6 13 7 ▲ 23 300

15 新潟 14,107,042 16,147,255 621,280 1,145 169 44 3 7 4 ▲ 8 175

16 山梨 5,533,074 8,806,928 317,645 1,592 231 57 5 10 5 ▲ 9 242

17 長野 13,899,698 14,884,504 616,605 1,071 161 44 3 7 3 ▲ 13 161

※管路には管路・マンホール・ハンドホールを含む。

※当社の固定資産管理単位の都合上、一部行政区域と合致しない地域があるが、該当する地域については当社の固定資産管理単位に従って算定した。

Ⅳ　電柱に係る負担額

　平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に適用する負担額

区       　分 金　　額　　等 備        考

9,207 （単位：円）

726 （単位：円）

395 （単位：円）

15 （単位：円）

32 （単位：円）

16 （単位：円）

▲ 93 （単位：円）

696 （単位：円）

⑤調整額

①取得固定資産価額

No. 距離（m）
1メートル当たり正味

固定資産価額

（円/m）

管路

１条あたり１ﾒｰﾄﾙごとの年額料金（円）

③自己
資本費用

④利益
対応税

行政
区分

正味固定資産価額

（千円）

合計
（①＋②＋③＋④
＋⑤）×（１＋「網
使用料算定根拠」
記載のⅩⅣ．料金
設定に使用した貸

倒率）

①設備管理運営費

②他人
資本費用

減価償却費

（千円）

１使用箇所あたり

③他人資本費用

（再掲）減価償却費

②指定設備管理運営費

（②＋③＋④＋⑤＋⑥）×（１＋「網使用料算定根拠」記載のⅩ
Ⅳ．料金設定に使用した貸倒率）

⑦年額料金（１使用箇所数ごと）

⑥調整額

⑤利益対応税

④自己資本費用
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